
第9回社会保障審議会年金部会  

平 成 2 0 年 6 月19 日  

第 3 号被保 険者 制 度 と  
これを巡るこれまでの議論の整理等   



第3号被保険者制度と同制度に対する指摘  

○ 国民年金制度発足時（昭和36年）は、厚生年金が世帯単位の給付設計となっていたことを踏ま   
え、被用者年金の被保険者の妻については、国民年金の強制適用の対象とはせず、任意に加入でき   
ることとしていた。  

○ その結果、妻が国民年金に任意加入していた場合には、夫婦2人分の水準である夫の厚生年金   
と妻の国民年金が支給されることとなり、世帯でみた所得代替率は、成熟時には109％（＊）になる   
と予測された。＊夫が厚生年金40年加入、妻が国民年金40年加入した場合  

一方、妻が任意加入していない場合は、障害年金が支給されず、さらに、離婚した場合の年金   

の保障が及ばないという問題があった。  

』  

○ サラリーマン世帯の専業主婦についても、第3号被保険者として国民年金の強制適用対象とし、   
独自の年金権を付与するとともに、妻の基礎年金を含めた世帯での給付水準を妻が任意加入してい  

≪第3号被保険者制度に対する指摘≫   

○専業主婦は、被保険者本人が保険料を負担せずに、基礎年金の給付を保障されている。   

○特に、一定程度の給与所得がある場合であっても、被保険者本人が保険料を負担せずに、基礎  

年金の給付を保障されている。   

○女性の就労に悪影響を与えている。   



≪検討に当たって考えられる論点≫  

○・平成16年改正において、「被扶養配偶者に対する年金たる給付に関しては、（中略）、   

被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料について、当該被扶養配偶者が共同   
して負担したものである」ことを基本的認識とする旨が厚生年金保険法の規定として明記   

されるとともに、これを踏まえて離婚時等において、第3号被保険者の請求によって、第3   

号被保険者期間に係る配偶者の厚生年金についてその2分の1を分割する制度（いわゆ   

る3号分割制度）が平成20年4月より施行されることにより、一定の整理がなされている   

が、これをどのように踏まえて議論を進めるか。  

○ 制度発足以来、第3号被保険者数は約1，100万人、女子人口の3分の1を占めてきて   

おり、現在でも1，079万人（平成18年度末）の第3号被保険者がいる。年金を受給してい   

る夫婦世帯について見ると、夫の現役時代の経歴が正社員中心であった世帯の6割以上   

の世帯では、妻が厚生年金に本格的に加入していなかったものと考えられる。こうした実   

態をどう踏まえるか。（参考3）  

○ 内閣府が平成15年2月に行った「公的年金制度に関する世論調査」（参考5）によれば、  

「専業主婦等も、別途保険料を負担する仕組みとすること」や、「保険料を負担しないのだ   

から、専業主婦等への年金は減額するしくみとすること」については、肯定的な意見は多   

くなかったという結果をどのように踏まえるか。   



○ 第3号被保険者制度も含め、生計維持関係に着目した年金制度上の諸制度（＊）につい   
て検討する際には、個人単位と世帯単位、応能負担と応益負担、公平性の確保といった   

社会保障制度としての基本に関わる問題がある。  

○ したがって、社会保障制度全体の将来の方向性を論ずる中で、社会保障制度の中核を   
なす年金制度における様々な課題への対応等の環境整備の進展を十分に考慮しつつ、   
将来像を考えていく必要があるのではないか。  

○ その際、将来の社会経済情勢、雇用市場の変化などの実態や、所得保障制度としての   

年金制度の在り方を踏まえる必要もあるのではないか。  

＊公的年金制度においては、被保険者とその被扶養者との生計維持関係に着目した制度が設けられてきている。   

・遺族年金制度（中高齢寡婦加算制度などを含む）   

・配偶者や子に対する加給・加算制度（振替加算制度を含む）  

一 第3号被保険者制度   

※ 健康保険制度においても、被保険者の被扶養者に対する給付として家族療養費等がある。   



≪諸外国における取扱い≫  

アメリカ   イギリス   ドイツ   フランス   スウェーデン   

制度名   
老齢遺族障害保険  国民保険  

（OASDI）  （NationalInsurance）   
労働者年金保険   一般制度   老齢年金   

配偶者  夫（妻）の年金の  まの基礎年金の  

に係る  50％（注1）を妻（夫）自  なし   
年金受給者の年金   

に加給（注3）   
なし   

年金給付  身の年金として支給  年金として支給  

被扶養の   平均504．1ドル   満額236ポンド（注4）  満額50．81ユーロ  

妻への   ［約54，000円］   ［約56，200円］  ［約8，400円］   
給付月額   （2005年）   （2008年）  （2008年）   

（注1）配偶者自身が被保険者として保険料を納付したことによる老齢年金又は障害年金を受給している場合には、その額だけ配偶者年金は減額される。（配偶者本  

人の老齢年金又は障害年金の額が配偶者年金を上回る場合には、配偶者年金は支給されない。）  

（注2）妻自身が被保険者として保険料を納付したことによる老齢年金を受給している場合には、①基礎年金については、自身の保険料納付に基づく基礎年金と夫  
の保険料納付に基づく配偶者年金を基礎年金の満額まで併給でき、②付加年金については、最高限度額（＝保険料徴収上限に応じて保険料を支払った場  

合の受給額）を超えない限り、合計額を受給できる。  
＊イギリスの公的老齢年金は被用者・自営業者を対象とする「基礎年金」と被用者を対象とする「付加年金」（国家第二年金）から構成される。なお、被用者については基礎年金と付加年金は  
一体的に適用されている。また、付加年金については、被用者であっても適格企業年金（拠出建てのものを除く。）に加入することを条件として付加年金からの脱退（コントラクティングアウ  
ト）を選択した者については適用しない。  

（注3）老齢年金及び障害年金を受給できない65歳以上の配偶者（配偶者が障害を有する場合には60歳以上）を扶養している被保険者の年金に対して加算される。  

（注4）週額54．35ポンドを52で乗じて12で除した額   

※各国通貨の換算レートは基準外国為替相場及び裁定外国為替相場（財務大臣公示）による。（米ドルは当該年の平均値、その他の通貨は2008年1月1日～6月30日適用分）  
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（参考1）  ≪平成16年改正における議論の経緯≫   

社会保障制度審議会年金部会の意見（参考8）  

○ 現行制度においては、片働き世帯と共働き世帯について、夫婦の標準報酬の合計額が同じであれば夫婦2人でみた保険料負担  

も年金給付も同額であり、世帯単位でみれば、給付と負担の公平性は保たれている。しかしながら、第3号被保険者が、直接の保  

負担はなくても基礎年金給付を受けられることについて、個人単位でみて給付と負担の公平を図っていくという観点から見直す  
ベきであるとする考え方がある。あるいは  帯単位でみた場合の給付と負担の公平を維持しつつ、個人単位化を進めるべきで   

○ 本部会の議論では、（中略）少なくとも就業形態の多様化等の状況を踏まえ、基本的には短時間労働者 への厚生年金の適用拡  

大等により、第3号被保険者を縮小していく方向性については一致した。   

ただし、現実の第3号被保険者の短時間労働者としての就労状況からみて、現時点での縮小効果は小さいとの意見があった。  

○ 本部会においては、見直し案のそれぞれについて各委員から様々な観点から多様な意見が出される中、第3号被保険者制度の  
見直しについて、将来を展望し、ライフコースの多様化に対応できる方向で見直しに取り組むべきであるという意見が多かった。  

○ その見直しに当たっては、男女を問わずライフコースの中で育児、介護その他の事由から被扶養配偶者となる時期は誰にも生じ  
うるものであり、働いて第2号被保険者となっている者や第1号被保険者と、第3号被保険者期間にある者とを対立するものである  
かのようにとらえることは適当ではない。生き方、働き方の個々人の多様な選択と移行に年金制度も円滑に対応していけることを基  
本に見直しを進めるべきである。   



『持続可能な安心できる年金制度の構築に向けて』（厚生労働省案）平成15年11月（参考9）  

○ 短時間労働者への厚生年金の適用拡大により、第3号被保険者を縮小していく。  

○ 現行制度における世帯単位での給付と負担の均衡を踏まえながら、できる限り個人単位での給付と負担の  
関係に向けて制度を見直していくという観点から年金分割を導入する。   

※ 年金分割の具体的仕組み  

婚姻期間中の分割であり、世帯での給付額をできる限り維持するため、夫婦がともに65歳に達した時点で年金の分割  
の効力を発生させることを基本とする。また、保険料納付記録の分割は、今後の第3号被保険者期間について行うものと  

する。  

法制化（平成16年2月国会提出）   



【離婚した場合の厚生年金の分割のイメージ】  
（2008）年  

特定被保険者（主に夫）   
乳2号被保険者期間  

第2号硬保険者野間   
被扶養配偶者（主に妻）  ー＿＿＿＿＿＿．■■■■■■■■■■■●J  

く……………・・…・・………・・・  

2分の1を  

分割  

第3号被保険者期間  

」γ一ノ  
施行後の第3号被保険者期間  
→2分の1に分割  

施行後の第3号被保険者期間以外の期間  
→当事者の同意又は裁判所の決定で  

分割可能（分割割合は5割を上限）  

※ 改正法附則において、「短時間労働者に対する厚生年金適用」について、総合的に検討し、必要な措置を講ずる旨   

を規定。   



政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況及び今後の取組  
に向けての意見「高齢者の自立した生活に対する支援について」（抜粋）  

（平成20年6月13日 男女共同参画会議）  

4．分野別にみた課題と取組  

（2）高齢期の経済的自立につなげるための制度や環境の整備  

ア．多様なライフスタイルに中立的な税制・社会保障制度の構築   

①女性の経済的自立を阻害しない制度への見直し   

○ 第3号被保険者制度の在り方の検討（厚生労働省）  

第3号被保険者制度については、希望する女性が働きやすい就業環境整備の加速化を前提としつ  
つ、経済的自立を阻害しない方向で縮小・廃止を含めてその在り方について検討を進める。その際に   
は、第3号被保険者と位置付けられていた女性の給付水準の単純な引き下げにならないよう、所得分  
割制度（＊）の一層の徹底を含め、女性の現状を踏まえた上で、高齢期の所得保障の在り方の視点か  
ら検討する必要がある。  

＊「所得分割制度」に関しては、平成16年年金制度改正において、「被扶養配偶者に対する年金たる給付に関しては、（中略）、  
被扶養配偶者を有する被保険者が負担した保険料について、当該被扶養配偶者が共同して負担したものである」ことを基本的  
認識とする旨が、厚生年金保険法の規定として明記されるとともに、これを踏まえて、離婚時等において、第3号被保険者の請  
求によって、第3号被保険者期間に係る配偶者の厚生年金についてその2分の1を分割する制度（いわゆる3号分割制度）が導  
入されている。（平成20年4月1日施行）   



（参考2）  

世帯単位でみた負担と給付のイメージ  

＜基礎年金導入による給付構造の変化（イメージ）＞  

〔昭和61年の標準年金額〕  〔成熟時の標準年金額〕  

一一一一一■  

く＞   

＜基礎年金導入後の保険料負担と給付（イメージ）＞   

◎夫婦世帯で標準報酬が同じであれば、保険料負担は同額で給付も同額  
（単位：万円）   （単位：万円）  



＜3号分割制度（イメージ）＞   

◎第2号被保険者が納付した保険料は、夫婦が共同負担したものとみなして、納付記録を分割し、  

この記録に基づき夫婦それぞれに給付する。  

（単位：万円）  （単位：万円）   

※婚姻期間40年とした場合（実際には、婚姻  
期間に応じて分割が行われるため、年金親も  
それに応じて変わる。）  
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（参考3）  

第3号被保険者数の推移  

資料：社会保険庁「事業年幸勘、総務省統計局「人口推計」  

（注）日本人人口は10月1日現在、それ以外は年度末現在である。  
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（年齢別割合）  

年度   計   20－24歳   25－29歳   30－34歳   35－39歳   40－44歳   45－49歳   50－54歳   55－59歳   

昭和 63   32．3％   5．6％   33．3％   48．5％   45．7％   44．0％   38．4％   31．5％   21．1％   

平成元  33．3％   5．0％   32．1％   49．0％   46．9％   45．5％   38．2％   32．9％   22，4％  

2  34．1％   4．7％   30．3％   49．7％   47．8％   46．8％   38．3％   34．0％   24．0％  

3  34．4％   5．0％   30．1％   50．0％   48．7％   45．0％   40．7％   35．7％   24．1％  

4  34．9％   5．0％   29．0％   49，7％   49．5％   44．7％   42．3％   36．1％   24．9％  

5  35．0％   4．9％   28．4％   48．7％   50．6％   44．7％   42．8％   37．4％   24．7％  

6  35．0％   4．8％   27．3％   48．5％   50．7％   45．5％   43，8％   36．7％   25．4％  

7  35．0％   5．1％   27．0％   47．4％   50．8％   45．9％   44．1％   36．3％   25．5％  

8  34．9％   5．3％   26．7％   47．2％   50．1％   44．9％   41．0％   37．3％   26．3％  

9  34．9％   4．9％   25．6％   45．5％   50．0％   45．3％   40．2％   38．6％   27．2％  

10  34．3％   4．8％   24．7％   44．4％   48．8％   45．5％   39．3％   38．9％   27．3％   

34．1％   4．9％   23．3％   42．1％   48．9％   45．2％   39．5％   39，0％   26．7％   

12   33．7％   4．8％   22．2％   41．8％   47．5％   45．5％   39．7％   39．3％   25．1％   

13   33．3％   4．8％   21．1％   39．7％   47．1％   44．9％   40．1％   36．9％   26．9％   

14   33．1％   4．9％   20．5％   39．0％   46．5％   44．7％   39．8％   36．6％   27．9％   

15   32．7％   4．9％   20．2％   37．7％   45．4％   44．6％   40．1％   36．1％   28．5％   

16   32．6％   4．5％   19．7％   36．9％   44．1％   44．3％   40．5％   37．0％   29．0％   

17   32．4％   4．8％   19．3％   36．2％   44．3％   42．9％   39．4％   36．9％   30．7％   

18   32．3％   5．0％   19．2％   35．0％   42．9％   43．1％   40．3％   37．4由   29．1％   

資料：社会保険庁「事業年報」、総務省統計局「人口推計」  

（注1）日本人人口は10月1日現在、それ以外は年度末現在である。  

（注2）第3号被保険者割合は第3号被保険者数を日本人女子人口で割ったものである。  
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年金を受給している夫婦世帯における現役時代の経歴類型  

○年金を受給する夫婦世帯のうち、夫の現役時代の経歴が正社員中心であった世帯は79．3％  

○夫の経歴が正社員中心であった世帯のうち6割以上の世帯では、妻が厚生年金に本格的   
に加入していなかったものと考えられる。  

注）「正社員中心」とは20歳から60歳までの40年間のうち20年を超えて正社員等であった経歴を持つ方であり（他も同様）、  

「中間的な経歴」とはいずれの職業も20年以下であるような経歴の方である。  

出典：老齢年金受給者実態調査（平成18年11月調査）  
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